
 

 

 

 

 

 

■「国土交通省生産性革命プロジェクト」の進捗について 

現在我が国は、人口減少社会を迎えていますが、働き手の減少を上回る生産性の向上等によって潜在的

な成長力を高めるとともに、新たな需要を掘り起こしていくことが求められています。 

国土交通省では、平成28年度を「生産性革命元年」と位置付け、社会全体の生産性向上につながるストッ

ク効果の高い社会資本の整備・活用や、関連産業の生産性向上、新市場の開拓を支える取組を加速するこ

ととし、施策を強力かつ総合的に推進するため国土交通省生産性革命本部を設置しました。 

平成28年3月から9月までに実施された3回の会合においては、生産性を高めるプロジェクトとして「社会の

ベース」、「産業別」、「未来型」における13の生産プロジェクトが選定され、今回、11月に新規7件、拡充2件の

プロジェクトが選定されましたのでご紹介します。 

（新規）・インフラメンテナンス革命 ～確実かつ効率的なインフラメンテナンスの推進～ 

・ダム再生 ～地域経済を支える利水・治水能力の早期向上～ 

・下水道インベーション ～〝日本産資源〝創出戦略～ 

・鉄道生産性革命 ～次世代技術の展開による生産性向上～ 

・クルマのICT革命 ～自動運転×社会実践～ 

・航空機インフラ革命 ～空港と管制のベストミックス～ 

・気象ビジネス市場の創出 

（拡充）・物流システムの国際標準化の推進 ～オールジャパンで取組む「物流生産性革命」の推進～ 

・Oj-Ocean ～「海事生産性革命」第二弾～ 
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図-1橋脚補強工法の概念図 

 

□施工条件の変更に伴う耐震補強工について 

～協議により施工条件が変更となった対策工の対応事例～ 

1.概  要 

本業務の対象となった橋梁は、橋脚の耐震補強を鋼矢板締切によるコンクリート巻立工法を用いた補強工法を選

定して計画がなされていました。 

しかし、工事発注時に再度河川管理者と協議した結果、近年の集中豪雨により近傍河川での影響を受け、当該河

川での水位上昇が認められることから、鋼矢板締切天端を渇水期通常水位としていたところを通年ＨＷＬまで矢板天

端を変更するよう指示を受けました。 

そこで、現況橋梁構造と現地施工条件を加味して工法の再検討を行い、工法変更した業務についてご紹介しま

す。 

 

2.業務実施上の問題点 

河川管理者からの指示による矢板天端をＨＷＬとした場合、既存上部工と矢板天端との離隔が２ｍ程度しかなく、

鋼矢板の打設及び締切内への資材搬入のためのスペースが確保できないことが検討上での問題となりました。 

 

3.問題点に対する対策工法の検討 

現地での施工条件を加味した場合、締切矢板を打設するこ

とが困難なことから、各種施工法について比較検討を行った結

果、水中施工が可能で、高強度のＰＣ鋼材を帯鉄筋として用い

た既設橋脚の耐震補強工法を検討しました。これは、ＰＣ鋼材

によって拘束性（コンファインド効果）を高めることにより、耐荷

力と変形性能を改善・向上させ、じん性に優れた粘り強い構造

となる NETIS の新工法にも登録されているＰＣコンファインド工

法を選定することとしました。 

また、ＰＣコンファインド工法では補強工事とは別途の仮締切

を必要としない工法であることから、施工ヤード自体を現況河

川を通行する船舶の影響を少なくできるとともに、大掛かりな仮

締切と仮桟橋が必要となるＲＣ巻き立て工法と比較して工期の

短縮とコストの縮減を図れることとなりました。 

 

4.現時点での評価と今後の課題 

ＰＣコンファインド工法の採用にあたり、選定条件で問題となるのは水中施工の施工性です。 

水中施工を基本とする本工法は、潮流、河川等の流速、汚濁水による施工障害、大深度による水圧等が障害となり、

採用を見送るケースがあります。 

水中での作業環境を改善するためには、水中シールド等の新技術・新素材の開発が考えられますが、仮設追加費

用が発生することとなり経済的に不利となる場合もあります。 

今後、従来工法との比較により本工法が選定されるためには、更に簡易で経済的な仮設工法の検討を行うことが必

要であるものと考えます。 
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